





第 2 章 
わが国における地域経営論の萌芽 
－公共経営論の深化と地方分権改革－ 
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1） 宮脇淳『公共経営論』PHP 研究所, 2003 年 7 月, 10 頁。 
2） 阿部孝夫『政策形成と地域経営』学陽書房, 1998 年 8 月, 261 頁。 
3） 代表的な論文としては、平光正「地域経営論の構築に向けて（１）」『環境と経営（第 6 巻第 2
号）』2000 年 12 月, 71-78 頁などが挙げられる。（CiNii Articles によれば、2018 年 2 月 20 日現
在、キーワード検索により「地域経営」が 1,016 件、「行政経営」が 682 件ヒットしたものの、「地
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わが国でも、1982 年（昭和 57）以降の中曽根内閣において第 2 次臨時行政調査会の答申を受けて、
公社（国鉄、電電公社、専売公社）の民営化が実施され、改革が断行された。さらに、小泉内閣のも
と 2001 年（平成 13）6 月に経済財政諮問会議において「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改
革における基本方針」がまとめられ、NPM について以下のように解説されている。 
「国民は、納税者として公共サービスの費用を負担しており、公共サービスを提供する行政にとっ
                                                   
5） 小川環樹、西田太一郎、赤塚忠、阿辻哲次、釜谷武志、木津祐子編『角川新字源 改訂新版』
KADOKAWA, 2017 年 10 月。 
6) デヴィッド・ハーヴェイ著(渡辺治監訳）『新自由主義－その歴史的展開と現在－』作品社, 2007
















要性が引続き認識されている。すなわち、1990 年度と 2017 年度の国の一般会計予算を比較すると、




の約 33.3％を占め、4 人に 1 人が高齢者のわが国では今後も高齢者の割合はますます増加する。他
方、歳入のうち、公債費は 5.6 兆円から 34.4 兆円と実に 6.1 倍の増加となっている。政府は、国と地
方を合わせた基礎的財政収支 7)について、2015 年度までに 2010 年度に比べて赤字の対 GDP 比を半










                                                   
7) 基礎的財政収支（プライマリー・バランス）とは、税収・税外収入と、国債費を除く歳出との収支
を表し、その年度における政策的経費を税収等でどれだけまかなえるかを示す。 
8) 財務省「これからの日本のために財政を考える」2017 年 4 月。 
9) 英国における NPM の具体的な進展については、遠藤尚秀『パブリック・ガバナンスの視点によ



























                                                   
11) 財務省「日本の財政関係資料（平成 29 年 4 月）」2017 年 4 月, 36 頁。
www.mof.go.jp/budget/fiscal_condition/related_data/201704_04.pdf。（2018.2.10 閲覧） 








上記①の行政資源のうち自治体の総職員数については、1994 年（平成 6）4 月 1 日現在の約 328 万





が適正水準といわれている。すべての自治体の 2005 年から 2015 年の 10 年間の値は、90.5％から
93.8％の間を推移しており、全体的に財政がかなり硬直的であることを示している。 





【図表 2】NPO 法人数の推移 14) 
 
 
                                                   
13) 総務省 HP：www.soumu.go.jp/main_content/000328098.pdf。（2017.1.10 閲覧） 







1998 年には特定非営利活動促進法（通称、NPO 法）が議員立法として成立し、2009 年の民主党
政権では、内閣府の施策として「新しい公共」が推進され、市民活動を含む NPO 法人や公益社団法
人、社会福祉法人など多様な非営利セクターが公共サービスの担い手として位置づけられた。 
また、2003 年（平成 15）の第 27 次地方制度調査会において、基礎自治体の一定の区域を単位と
して、地域自治組織の機関としての「地域協議会」を設置することを答申した 15)。地域における自己
決定と自己責任の原則が実現されるという観点から住民自治を重視するためである。その後、地方自





















                                                   


































の大綱を示すもので、おおむね 10 年間の地域づくりの方針を示す。 
② 基本計画：基本構想を受けて、おおむね 5 年間の行政計画（前期・後期）を示す。 
③ 実施計画：３年間程度の具体的な施策を示す。 
当初は、総合計画をコンサルタントに丸投げする自治体もあり、ウィッシュ・リストとして総花的
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25) ビアード（Beard Charles）：アメリカ合衆国の歴史学者、政治学者。1922 年と 1923 年に後藤
新平の招きで訪日。東京市市政顧問として東京の都市計画、関東大震災後の東京再建に協力した。 

























                                                   























































































































                                                   
28) 清成忠男『地域主義の時代』東洋経済新報社, 1978 年 12 月, 3 頁。 
29) 「原基」とは、『大辞林』三省堂によれば、物事の大もとを意味する。 
30) この款は、主に宮本憲一『環境経済学』岩波新書, 1989 年 6 月, 285 頁以降を参照した。 
31) 宮本憲一『大都市とコンビナート・大阪』（「講座・地域開発と自治体」第一巻）筑摩書房,1977
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【図表 8】国と地方の税財源配分（平成 27）39)    【図表 9】中央と地方政府の関係 
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38) 西尾勝『地方分権』東京大学出版, 2007 年 7 月, 8 頁。 




























1993 年（平成 5）6 月に地方分権の推進に関する衆参両議院による画期的な決議に続き、1993 年
（平成 5）10 月の「臨時行政改革推進審議会（第 3 次行革審）最終答申」で地方分権を主要な柱とし
て位置づけ、政府は 1994 年（平成 6）2 月に行政改革推進本部に地方分権部会を設置した。その後、
第 24 次地方制度調査会の答申などを受けて、1994 年（平成 6）12 月に地方分権の推進に関する大綱
方針を閣議決定し、1995 年（平成 7）5 月に地方分権推進法が制定された。なぜ、この時期に地方分
権の推進が広く各界から強く求められたのであろうか。その背景について、地方分権推進計画の作成
の方針を内閣総理大臣に勧告し、また地方分権推進計画に基づく施策の実施状況を監視する機関とし
















                                                   





































































いる項目数で 561（うち都道府県 379、市町村 182）にも及び、これは都道府県が行う許認可の 8 割、





                                                   
41) 前掲・地方分権推進委員会（1996）, 4 頁。 
42) 前掲・地方分権推進委員会（2001）, 2 頁。 































                                                   






























































以上、地方分権推進委員会は「中間報告」に続き 1996 年（平成 8）12 月から 1997 年（平成 9）
10 月までに 4 回の勧告をおこない、1998 年（平成 10）5 月に地方分権推進計画が閣議決定され、















に関する法律」（第１次一括法（2011 年（平成 23）4 月成立）、第２次一括法（同年 8 月成立）、第３
                                                   
45) 前掲・西尾勝（2008）, 221 頁を参照。 


















次一括法（2013 年（平成 25）6 月成立）、第４次一括法（2014 年（平成 26）5 月成立））により、義
務付け・枠付けの見直し、国から地方、都道府県から市町村への権限移譲が進められた。 
第一次分権改革で残された課題①の地方財政秩序の再構築については、地方分権改革推進会議で一
定の議論が行われたが、主に議論は経済財政諮問会議で行われ、2004 年（平成 16）から 2006 年（平









10,057 条項のうち、見直し対象の 4,076 条項について見直しを行った。4,076 条項の見直しに当たっ
ては、地方からの提案も踏まえつつ、重点見直し項目を定めながら、4 次にわたり見直しを実施し、










地方側との調整が行われ、2013 年（平成 25）12 月には、検討対象とされた 96 事項に対し 66 事項
の見直しを盛り込んだ「事務・権限の移譲等に関する見直し方針について」を閣議決定し、これを踏














いては、国から地方への事務・権限の移譲等と併せて、2013 年（平成 25）12 月に、検討対象とされ
た 64 事項に対し 41 事項（現行法で可能なものを含む。）の見直しを盛り込んだ「見直し方針」を閣




























































映させることが必要である（第 1 段階の公助）。市町村で無理な場合は都道府県が（第 2 段階の公
助）、さらに都道府県でも対処できない場合は国の機関が実施する（第 3 段階の公助）。 
                                                   
47) 德永保、神代浩、北風幸一、淵上孝『我が国の学校教育制度の歴史について』国立教育政策研究
所, 2012 年 1 月を参照。 

























課題である 49)」とされ、「公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進について」（平成 26 年４












                                                   
























地域セグメント 主　体 補完性の原則 状　況




　・　都道府県域 ・複数市の連携 公 助
　・　複数行政圏 (広域連携）

































































































                                                   



































年 月 内閣 地方分権の動き 
1981 (S56) 3 鈴木 第２次臨時行政調査会(臨調)発足；行政改革 
1987 (S62) 4 第 3 次中曽根 第２次臨時行政改革推進審議会(行革審)発
足：行政改革実現の監視 
1989 (H 元) 12 第 1 次海部 第２次臨時行改審答申【国と地方の関係等
に関する答申】 




1994 (H6) 9 村山 地方分権の推進に関する意見書（地方六団
体） 




1995 (H7) 5 地方分権推進法成立 
7 地方分権推進委員会発足 
1996 (H8) 3 第 1 次橋本 地方分権推進委員会中間報告 「分権型社会
の創造」 
12 第 2 次橋本 地方分権推進委員会第１次勧告 「分権型社
会の創造」 








1998 (H10) 4 第 25 次地制調答申【市町村の合併に関する
答申】 
5 「地方分権推進計画」閣議決定 
11 小渕 地方分権推進委員会「第５次勧告 — 分権型
社会の創造－」 
1999 (H11) 7 地方分権一括法成立 
2000 (H12) 8 第 2 次森 地方分権推進委員会意見「国庫補助負担金
の整理合理化と当面の地方税源の充実確













2001 (H13) 6 第 1 次小泉 地方分権推進委員会最終意見 
11 地方分権改革推進会議発足 
2002 (H14) 10 地方分権改革推進会議意見「事務・事業の
あり方に関する意見」 
2003 (H15) 6 地方分権改革推進会議意見「三位一体の改
革についての意見」 
11 第 27 次地制調答申【今後の地方自治制度の
あり方に関する答申】 
2004 (H16) 5 第 2 次小泉 地方分権改革推進会議意見「行政体制の整
備についての意見」 
2005 (H17) 12 第 3 次小泉 第 28 次地制調答申【地方の自主性・自律性
の拡大及び地方議会のあり方に関する答
申】 
2006 (H18) 2 第 28 次地制調答申【道州制のあり方に関す
る答申】 
12 第 1 次安倍 地方分権改革推進法成立 





2008 (H20) 5 地方分権改革推進委員会第 1 次勧告「生活
者の視点に立つ「地方政府」の確立」 
12 麻生 地方分権改革推進委員会第 2 次勧告「「地方
政府」の確立に向けた地方の役割と自主性
の拡大」 
2009 (H21) 6 第 29 次地制調答申【今後の基礎自治体及び
監査・議会制度のあり方に関する答申】 








11 地方分権改革推進委員会第 4 次勧告「自治
財政権の強化による「地方政府」の実現
へ」 
2009 (H21) 12 「地方分権改革推進計画」閣議決定 
2010 (H22) 6 「地域主権戦略大綱」閣議決定 




2012 (H24) 11 野田 「地域主権推進大綱」閣議決定 
2013 (H25) 3 第２次安倍 地方分権改革推進本部発足 
6 第 30 次地制調答申【大都市制度の改革及び
基礎自治体の行政サービス提供体制に関す
る答申】 
2014 (H26) 6 地方分権改革有識者会議「個性を活かした
自立した地方をつくる～地方分権改革の総
括と展望～」 
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